
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ(箇所数)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

　陳情を中心とした誘致活動の役割は遂げたと考えられ
る。新たな取り組みについての検討が求められる。

3―1―2―4―1　地下鉄誘致活動の推進

〃

　地下鉄６号線の延伸である野並から徳重区間の工事を平成１７年度から着
手しているので、当市への地下鉄延伸が実現に向けて関心の機運が高まって
いる。

〃

〃

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

1箇所当たり44 1箇所当たり44 １箇所当たり43

一般事務事業 経常事務事業 建設事務事業

政策推進係

884 831

0

323

30（箇所）

当たり 当たり１箇所当たり65

　直接事業費は、市から豊明市地下鉄誘致促進期成同盟会への負担金を計上した。
　人件費は、事務分担票による関わりから0.05人として算定（6,702千円×0.05=331千円）した。平成19年度の人件費（6.673千円×0.05＝333.6千円）、平成20年度の人件費
（6.624千円×0.05＝331.2千円）、平成21年度の人件費（6.457千円×0.05＝323千円）とし、直接経費の同盟会負担金は本年度は0円だった。

当たり

　平成１８年度 　平成２１年度 　平成２３年度

20(箇所)

550 550 500

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

当たり 当たり 当たり

　平成２７年度

後期目標値(単位)前期目標値(単位)

　豊明市地下鉄誘致促進期成同盟会の陳情活動の箇所数を増加することにより、地下鉄６号線の
延伸についての誘致活動を活性化するための指標とした。

指標の説明

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

事務事業成果指標名

　平成２６年度

　当市への地下鉄延伸や豊明北部から徳重地区への交通アクセスの整備と
いった関心が非常に高くなっている。

〃

市民ニーズの認識社会状況等の事務事業がおかれる環境把握
　運輸省の運輸政策審議会の答申により、徳重から豊明北
区間は、Ｂランクとして位置づけられている。

　⑤単位施策(小）

　地下鉄延伸により、地下鉄駅と都市計画道路名古屋岡崎線が接する地点を当市の新たな玄関口とし、各種業務・サービス機能を集
積した新たなまちを形成する。

道路・交通 コード

 ● 第５次行政改革大綱第１次アクションプランとの関連

コード

コード  3―1―2―4

企画政策課 企画調整担当係長　浅田利一係

地下鉄誘致活動の推進事業

評価票作成者企画部

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

１－５事務事業の
内容

19(箇所)

331

　啓発活動の見直しを行い、豊明まつりでの啓発物品配布
を取りやめた。国土交通省への陳情については見合わせ
　役割は遂げたとの判断に立ち、今年度末同盟会を解散。
今後の誘致活動について市が検討を行うこととした。

　地下鉄誘致促進の陳情箇所数（箇所）

〃

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

　「継続は力なり」の精神で粘り強く陳情を名古屋市を始
め愛知県、中部運輸局に行い、国土交通省へは、市と合同
で陳情した。

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

334 323

20(箇所)

335

885

5(箇所)

意図（対象を事務事業に
よってどのような状態にす
るのか）

 地下鉄６号線延伸の関係機関

25（箇所）

3―1―2　交通対策

　地下鉄誘致活動の推進

都市基盤・産業振興

「いきいきとした賑わいと活力あふれるまちづくり」

　地下鉄６号線の延伸について、早期実現に向けての活動をしている豊明市地下鉄誘致期成同盟会を通じて関係機関への陳情を積極的に推進し、ＰＲ活動に努める。

　平成２５年度　平成２４年度

　有

無



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 　今後の誘致活動のあり方を検討すること。

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２４年度

　平成２７年度　平成２５年度

　平成２５年度

　平成２６年度

　平成２６年度

３－２評価の内容

　徳重駅の開業が近くなるに従い市民の関心は高まる。積
極的な情報発信や意見収集を今後の課題とする必要があ

　現在、工事している野並から徳重区間が平成22年度を開
業目標としているので、それに併せた誘致活動が必要であ
る。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　第３次豊明市総合計画では、市民からの地下鉄誘致活動の要望が大勢で
あったが、毎年同じ誘致活動を実施しているので、より奇抜な活動が求めれ
ている。

　24年間務めた第2代目の会長が辞任し、新会長により心
機一転した誘致活動を検討する必要がある。

　地下鉄誘致活動は、長期に亘って継続する必要があり、
大勢の市民から賛同を得るＰＲ活動をより一層充実してい
く。

次年度に向けて改善する取組み

Ｃ

　平成２１年度 　平成２２年度

Ｂ

　平成２１年度

16.7

　平成２２年度

３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ｂ Ｂ

Ｂ

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

Ｂ

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

66.6

Ｃ

66.6 63.3

5

　関係機関等と連携を図りつつ、誘致活動のあり方を改めて検討すること。

　長年の誘致活動を振返る契機となる時期を迎えたことから、誘致活動に主
体として関わる関係者の意見をより多く集約することに努めた。

４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（単位)

20 20 19

　徳重方面へのアクセスについて、地下鉄誘致をベースに
しながら代替手段も含めて検討を行っていく。

　徳重駅の開業が近づいており市民の関心は高い。市内か
ら徳重方面へのアクセスを検討する必要がある。

　地下鉄誘致議員協議会と地下鉄誘致期成同盟会と連携を
強化し、今後の誘致活動について、アンケートを実施する
など市民から賛同を得る誘致活動を取り組む必要がある。

　昭和53年に発足し、34年間に亘り様々な地下鉄を誘致する活動を実施して
いるが、近年は名古屋市、愛知県、中部運輸局等への陳情活動するに留ま
り、新たな活動が必要と考える。

　平成２４年度

　アンケート等の具体化については引き続き検討をしてい
く。

　平成２３年度

Ｂ

審査会による改善方向の指示

　毎年同じ誘致活動をするのでなく、事業の取り組み手法を検討する必要がある。

　昨年度から同盟会活動のあり方について検討を行った結果、同盟会を終え
て解散し、再度市が検討し誘致活動を仕切り直すという判断が出来た。

結果

　今後の誘致活動のあり方を検討すること。


